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人工衛星等の打上げにおけるJAXA法と宇宙活動法の比較
JAXA法 宇宙活動法

打上げの監督

監督の方法 人工衛星等打上げ基準（主務大臣認可）に従って、打上げ 打上げ毎に、内閣総理大臣の許可を受ける（第4条）＊
毎に、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会宇宙
開発利用部会における審査を行う（第18条）

打上げ実施者 JAXA 内閣総理大臣の許可を受けた者（第4条）

打上げ射場 JAXAの管理する打上げ射場（種子島及び内之浦） 安全基準に適合した打上げ施設（第6条第2号）

損害賠償責任 JAXA法上の規定なし 無過失責任（第35条）

第三者損害賠償制度

責任集中 JAXA法上の規定なし。但し、JAXAが賠償の全部を引き受 打上げ実施者（第36条）
ける特約を締結可（第22条）

損害賠償担保措置 民間保険契約（第21条） 民間保険契約及び政府補償契約の締結もしくは供託
又はこれらに相当する措置（第9条）※

賠償担保額 主務大臣が定める保険金額（第21条第2項） 内閣府令で定める金額（第9条第2項）

損害賠償担保措置で 規定なし。但し、JAXAが賠償の全部を引き受ける特約を 内閣府令で定める金額まで政府補償契約を締結可
カバーできない賠償 締結可（第22条） （第40条第2項）
への対応

＊ 予めロケットの設計について型式認定（第13条）、ロケットの型式ごとに打上げ施設について適合認定（第16条）が可能
※ 損害賠償担保措置における政府補償契約は第40条第1項に基づくものであり、特定ロケット落下等損害（第2条第9号）を補償する


